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１ 総 括 

  当事業団は、昭和４８年２月に福岡市によって設立され、以来今日まで５２年間にわたり、

福岡市が設置した福祉施設の経営及び福岡市等の各種事業を受託してきた。 

  その間、施設相互の人事交流や事務の集中化等を進め、効率的な運営を図るとともに、蓄積

した専門性を活かして、福岡市における福祉事業推進の中核的役割を担い、市民福祉の増進に

努めてきた。 

  令和６年度は、第５期指定管理期間の最後の年であり、この５年間事業団が担ってきた、より

高度な専門性を必要とする、障がい児、発達障がい者、高次脳機能障がい者、視覚障がい者及び

強度行動障がい者への支援や、就労支援、地域生活支援等の取り組みの成果をまとめ、令和７年

度からの第６期指定管理へ応募、選考の結果、対象施設の指定管理者として選定された。 

  また、平成２９年度に策定された「経営方針」を踏まえ、令和２年度から５年間の具体的な

取組みを示す「第４次経営計画」の最後の年として、計画の着実な履行を進め、取り組みの成

果と課題をまとめ、令和７年度から新たに取り組むべき事項を「第５次経営計画」としてまと

め、策定した。 

  さらに、令和７年度の南部療育センター開所に向けた準備室を設置し、当センターの円滑な

開所及び市内全域の障がい児支援体制の更なる充実に取り組んだ。 

  これらの事業に要した支出額として、令和６年度の決算額は社会福祉事業、公益事業及び収

益事業を合わせて約２９億円となった。 

  主な事業は、次のとおりである。 

 

２ 事業概要 

 (1) 社会福祉事業 

① 心身障がい児・者複合施設「心身障がい福祉センター」の運営に関する事業 

  ア 「療育部門(通園療育)」の運営に関する事業 

  イ 「障がい者自立訓練センター」の運営に関する事業 

  ウ 「高次脳機能障がい支援センター」の運営に関する事業 

  エ 「地域障がい者フィットネス教室」の運営に関する事業 

② 療育センター「西部療育センター」及び「東部療育センター」の運営に関する事業 

 ③ 児童発達支援センター（旧医療型）「あゆみ学園」の運営に関する事業 

 ④ 児童発達支援センター「めばえ学園」の運営に関する事業 

 ⑤ 「発達障がい者支援センター」の運営に関する事業 

 ⑥  「障がい者地域生活・行動支援センターか～む」の運営に関する事業 

 ⑦ 「児童発達支援センター分園」の運営に関する事業 

 ⑧ 「生活介護事業所とぅ～れ」の運営に関する事業 

 ⑨ 「障がい児支援」関連事業 

     ア 「保育所等訪問支援事業」の運営に関する事業 

     イ  「居宅訪問型児童発達支援事業」の運営に関する事業 

     ウ 「障がい児相談支援事業（特定相談支援事業を含む）」の運営に関する事業 

※１：①～⑤及び⑨の事業については、指定管理業務として実施する。 

※２：⑥の事業については、自主事業及び受託事業として実施する。 

  ※３：⑦、⑧の事業については、自主事業として実施する。 

  ※４：⑤の事業については、(2)の公益事業と一体的に運営しており、会計処理は公益事

業として扱うもの。 



  (2) 公益事業 

① 心身障がい児・者複合施設「心身障がい福祉センター」の運営に関する事業 

   ② 療育センター「西部療育センター」及び「東部療育センター」の運営に関する事業 

 ③ 児童発達支援センター（旧医療型）「あゆみ学園」の運営に関する事業 

④ 「障がい者就労支援センター」の運営に関する事業 

   ⑤ 「福岡市障がい者基幹相談支援センター」の運営に関する事業 

⑥ 「発達障がい者支援センター」の運営に関する事業 

⑦ 「強度行動障がい児・者支援」関連事業 

     ア 「強度行動障がい者共同支援事業」の運営に関する事業 

     イ 「強度行動障がい者支援研修事業」の運営に関する事業 

     ウ 「福岡市地域生活支援拠点等整備事業緊急時受け入れ・対応業務」の運営に関する事業 

    ⑧ 「障がい児支援」関連事業 

        ア 「障がい児通所支援に係る利用者契約補助業務」の運営に関する事業 

     イ 「障がい児等療育支援事業」の運営に関する事業 

  ウ 「特別支援保育判定事業」の運営に関する事業 

    エ 「特別支援保育訪問支援事業」の運営に関する事業 

     オ 「私立幼稚園障がい児支援事業」の運営に関する事業 

    カ 「日中一時支援事業」の運営に関する事業 

    キ 「医療的ケア児等コーディネーター養成研修事業」の運営に関する事業 

   ⑨ 「障がい者支援」関連事業 

ア 「障がい者に関わるホームヘルパースキルアップ研修」の運営に関する事業 

     イ 「早良区第１障がい者基幹相談支援センター」の運営に関する事業 

   ⑩ 「福岡県高次脳機能障がい支援事業」の運営に関する事業 

⑪  事業団基金の運営 

※１：①～⑥及び⑧ア～オの事業については、指定管理業務として実施する。 

※２：⑩の事業については、福岡県が事業団を委託先として指定等を行うもの。 

    ※３：①～③、⑤及び⑦～⑩の事業については、(1)の社会福祉事業と一体的に運営して

おり、会計処理は社会福祉事業として扱うもの。 

 

(3) 収益事業 事業団団体保険取扱事業 
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                               【令和７年３月３１日】 

 氏 名 役職及び兼職名 任期終了時 

評 議 員 

(定数７人) 

案浦 美雪 福岡市医師会副会長 

令和７年度の

定時評議員会

の 終 結 の 時 

まで 

黒瀬 茂美 福岡市民生委員児童委員協議会会長 

杉原 知佳 弁護士 

野口 幸弘 元西南学院大学大学院人間科学研究科非常勤講師 

枡田 充生 福岡市民間障がい施設協議会前理事長 

松本 恭子 福岡市保健福祉審議会委員 

安元 佐和 福岡大学医学部総合医学研究センター教授 

理   事 

(定数６人) 

金口 浩治 理事長 

令和７年度の

定時評議員会

の 終 結 の 時 

まで 

相部美由紀 東部療育センター長 

小川 弓子 心身障がい福祉センター長 

清水 邦之 福岡市身体障害者福祉協会会長 

下山いわ子 福岡市手をつなぐ育成会理事長 

八坂 知美 西部療育センター副主幹 

監   事 

(定数２人) 

佐伯 正治 福岡市社会福祉協議会事務局長 

柴田 祐二 公認会計士・税理士 

会計監査人 篠原  俊 公認会計士・税理士 

令和７年度の

定時評議員会

の 終 結 の 時 

まで ※ 

※会計監査人の任期 

任期終了時の定時評議員会において別段の決議がなされなかったときは再任されたものとみなす。 
 
【評議員選任・解任委員会委員（定数５人）】 

監  事 佐伯 正治 福岡市社会福祉協議会事務局長 

令 和 ７ 年 度 の 

定時評議員会の

終結の時まで 

職  員 
今林 康司 福岡市社会福祉事業団事務局長 

吉次 英俊 福岡市社会福祉事業団障がい者就労・発達支援課長 

外部委員 
石田 照年 福岡市身体障害者福祉協会常務理事 

石井 美紀 福岡市手をつなぐ育成会事務局長 

 



























※ 障がい者等地域生活支援協議会区部会事務局

会議訪問を含む。  









 





４ 内部管理体制について 

 

内部管理体制の基本方針（平成２９年６月１日理事会決議）に基づき、以下の事項等に  

取り組んだ。 

 

  (1)経営に関する管理体制 

  ① 理事会を６回開催し、法令・定款等に従い、業務執行上の重要事項を審議・決定すると  

ともに、理事の職務執行を監督した。 

  ② 定款・関係規則に基づき、適切な理事会及び評議員会の運営を行った。 

  ③ 理事長等で組織する経営会議を定期的に開催し、業務執行上における重要事項について、

機動的・多面的に審議した。 

  ④ 内部監査部門を設置し、業務の適正及び効率性を確保するため、業務を執行する各部署の 

職務執行状況等を監査した。 

  

  (2)リスク管理に関する体制 

  ① 「個人情報取扱規程」に基づき、研修や会議等を通じ、個人情報保護と適切な管理に取り

組んだ。 

  ② 法的リスクを伴う施設利用者に係る対応や労務管理に関するリスクマネジメントとして、

顧問弁護士を積極的に活用した。 

  ③ ＩＣＴ活用に伴う潜在的リスク等を踏まえ、ネットワークインフラの環境整備を推進した。 

 

  (3)コンプライアンスに関する管理体制 

  ① コンプライアンス意識の醸成と定着を推進するため、綱紀の粛正の通達や服務研修の  

実施など、教育及び啓発活動を継続して実施、周知徹底を図った。 

  ② 労働安全衛生の観点から、管理監督者への研修を徹底し、適正な労務管理に努めた。 

 

  (4)監査環境の整備（監事の監査業務の適正性を確保するための体制） 

① 監事は、「監事監査規程」に基づき、公平不偏の立場で監事監査を行った。 

②  監事は、理事会等の重要会議への出席並びに重要書類の閲覧、審査及び質問等を通して 

理事等の職務執行についての適法性、妥当性に関する監査を行った。 

③  監事は、理事会が決定する内部管理体制の整備について、その決議及び決定内容の適正 

性について監査を行った。 



事業報告の附属明細書

令和６年度の事業報告の内容を補足する重要な事項がないため、事業報告の

附属明細書は作成していない。
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